
身近な人権のこと

犯罪被害者や家族が安心して暮らすために

犯罪被害者や家族の人権のこと
犯罪被害者や家族の負担
　犯罪はそれ自体が人権を無視した行為で
す。犯罪被害者は、ある日突然、本人の意
思とは無関係に、犯罪という理不尽な行為
により命を奪われる、身体を傷付けられる
といった直接的な被害を受けるだけでな
く、その後に生じるさまざまな問題（二次
被害）に苦しんでいます。
　犯罪被害者や家族は、こうしたさまざま
な問題に苦しめられているにもかかわら
ず、社会の無理解などから、被害を受けた
原因の一端が被害者自身にあるかのように
誤解され孤立するなど、これまで十分な支
援を受けられずにいました。
　誰もが犯罪被害者になる可能性がありま
す。思いがけず犯罪に巻き込まれ、被害者
となった人たちが置かれている状況や心情
について、わたしたち一人ひとりが正しく
理解し、自分自身に関わる問題として考え
ていくことが必要です。そして、犯罪被害
者や家族が安心して暮らせるよう、社会全
体で支えていくことが求められています。

犯罪被害者等基本法
―犯罪被害者等の権利擁護のために―
　犯罪被害者や家族の権利利益の保護を�
図り、支援していこうとする社会的な気運
の高まりを受け、平成17（2005）年４月、「犯
罪被害者等基本法」が施行されました。
　この法律は、基本理念の一つとして、「す
べて犯罪被害者等は、個人の尊厳が重んじ
られ、その尊厳にふさわしい処遇を保障さ
れる権利を有する」と規定し、被害者の権
利を明文化しました。
　同年12月には、国が講ずべき犯罪被害
者等のための施策の大綱等を盛り込んだ
「犯罪被害者等基本計画」が策定されました。
（※）この計画において「犯罪被害者週間」
（11月25日～12月１日）を設定し、平成
18（2006）年度から毎年度、国、地方公
共団体、民間団体等が、犯罪被害者等へ�
の理解増進を図るための啓発事業を実施し
ています。
（※）�平成28（2016）年４月には「第３次犯罪被害者

等基本計画」が、令和３（2021）年３月には「第４�
次犯罪被害者等基本計画」が策定されました。

大阪府では
　これまで、平成18（2006）年12月に
犯罪被害者等に関する施策を総合的・体系
的に推進していくための基本的な考え方を
明らかにした「大阪府犯罪被害者等支援に
関する指針」（令和２（2020）年１月改定）

を策定し、この指針に基づき、犯罪被害者
等に関する問題を社会全体で考え、ともに
支え合う、誰もが安心して暮らすことがで
きる大阪の実現をめざして、「犯罪被害者
等の平穏な日常生活への復帰支援」「犯罪
被害者等を支える社会づくり」を柱として、
施策の推進に努めてきました。
　さらに、平成31（2019）年４月には、犯罪
被害者支援の一層の充実を図るため、「大阪
府犯罪被害者等支援条例」を制定し、被害者
支援の理念や方向性、各主体の責務を明確
にし、府民理解の増進を図るとともに、「オ
ールおおさか被害者サポート（被害者支援
調整会議）」を設置し、府、府警察、市町村、
民間団体が一体となって支援計画を作成す
るなど総合的な支援を実施しています。
　また、府警察においては、犯罪による精
神的な被害の軽減を図るため、「被害者カ
ウンセリング制度」を設け、性犯罪等の被
害者や、殺人事件の遺族に対し、要望に応
じ、専門家によるカウンセリングを行って
います。また、殺人、強盗致死傷、性犯罪
等の重大な犯罪の被害者や遺族に対し、「被
害者連絡制度」により、捜査の状況等情報
の提供を行っています。さらに、被害者等
への支援活動を推進するため、府、府警察、
関係機関・団体で構成する「大阪府被害者
支援会議」を設置し、総合的な被害者支援
を推進しています。

大阪府パンフレット「ともに支えあう大阪～途切れない犯罪被害者等支援を～」より
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大阪府警察、早期援助団体及び関係市町村とともに、総合的な支援を
一体となって実施するため、「オールおおさか被害者サポート（被害者
支援調整会議）」体制を整備

計画作成責任者 犯罪被害者等

▼オールおおさか被害者サポート（被害者支援調整会議）

総合的な支援
途切れない支援

支援可能なサービスを提案

市（区）町村

など

福 祉 サ ー ビ ス

独自サービスの支援

大阪府

など

府営住宅の一時使用

府制度活用の紹介

民間支援団体

など

大 阪 弁 護 士 会

社 会 福 祉 協 議 会

推進の体制等

早期援助団体

など

大阪被害者支援
アドボカシーセンター

相 談・付添活動

大阪府警察

など

犯罪被害者給付制度

被害者連絡制度

無料法律相談の実施

対象者

実施内容

「オールおおさか被害者サポート（被害者支援調整会議）」の支援対象者
（ただし、国、市町村、法テラス、弁護士会等の無料法律相談を利用した
場合は対象外となります）

利用方法 希望される場合は計画作成責任者（大阪被害者支援アドボカシーセンター）
を通じてお申込みください

刑事裁判、民事裁判、示談等に係る相談

上　限 1回につき1事件、1時間 30 分まで

身近な人が被害に遭ったら ～あなたにもできること～
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被害に遭った直後は、多くの人が、気持が動転していて、
何をすればよいのか、判断できない状態にあります。
そんなとき、信頼できる周囲の人の支えが、大きな助けに
なります。ただし、そっとしておいてほしい被害者等もおら
れます。
あなたにできることを探してみてください。

命の大切さを考える取組事例

大阪府では、教育現場において「命の大切さを考える
講演会」を実施し、犯罪被害者の心情を伝える機会を
提供しています。
（学校等と共催）
被害者遺族の方に自らの体験、心情等を語っていただ
き、児童生徒、教職員、保護者等に、命の大切さ、かけ
がえのなさを考えていただいています。
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